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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項    該当なし 

 

（２）監査意見    該当なし 

 

（３）決算審査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

     

該当なし 

 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

（令和４年４月１日現在) 

種別 

 

区分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 

備  考 当該 

年度 

3.4.1 

現在 

当該 

年度 

3.4.1 

現在 

当該 

年度 

3.4.1 

現在 

当該 

年度 

3.4.1 

現在 

定   員 ５ ５     ５ ５ 

 

 

 

現   員 
（０） 

５ 

（０） 

５ 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（０） 

５ 

（０） 

５ 

再任用職員（短時間）１名

含む 

過不足(△) ０ ０     ０ ０ 
 

 

臨 時 的 

任 用 職 員 
        

 

 

会 計 年 度 

任 用 職 員 

（１）

１７ 

（０）

１６ 
    

（１）

１７ 

（０）

１６ 

主任就業支援員１名、就業

支援員１１名（うち育児休業

１名）、技術コーディネータ

ー１名、専門就業支援員１

名、事務職員１名 

ふるさとハローワーク八頭

就業支援員２名 

 

 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和４年８月１日現在） 

職    名 氏    名 在 職 期 間 備    考 

所長   北村 勇治 
年 

  １ 

月 

 ４ 

 

 

課長補佐   細田 浩一   ３   ４ 
 

 

課長補佐   長谷川 栄治   ０  ４ 
 

 

 

  



 

 

５ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

鳥取県立鳥取ハローワーク管理運

営事業 

63，604 27，505  36 36，063 

将来ビジョン １ ひらく 地域で・県外で・国外で新時代に向かって扉をひらく 

令和新時代創生戦略 ３．幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ ②働く場 ②戦略的な産業人材の育成・確保 

SDGs17のゴール 08働きがいも経済成長も 

政策項目  － 

１ 事業の目的、概要 

県の「産業施策」「雇用施策」「移住施策」と一体となった求人・求職支援により「若者」「女

性」「中高年者」の活躍推進、「ＩＪＵターン就職」「企業サポート」など地域の課題解決に向けた

求人・求職マッチングを行う。 

また、プロフェッショナル人材戦略拠点事業を県立ハローワークの事業に組み込み、県外の専門・

技術人材の県内誘致など企業の人材確保支援体制を強化する。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

  若者・女性・中高年者の就業支援、企業の求人充足支援及びＩＪＵターン就職への支援など、求人・

求職者への相談重視型のきめ細かな個別支援を行った。 

設置場所 鳥取市東品治町111-1(ＪＲ鳥取駅構内) 

開設時間等 10:00～18:15(月～土曜日)※祝日・年末年始を除く 

支援・取組 
等 

女性活躍・
ミドルシニ
ア支援 

家庭と両立しながら能力発揮したい女性を総合的にサポート、子育てや
介護をしながら働くために必要な情報の提供、正社員を目指すミドルと
様々な働き方のニーズを持つシニアに対する支援・活躍の場提供 

若者支援 若者や学生の就職活動のサポート、就職情報の提供や応募書類の作成支
援、就職後の悩み相談等 

Ｉ Ｊ Ｕ サ
ポート・企
業支援 

県立東京・関西ハローワークと連携し、就職と移住をトータルにサポー
ト、求職者への企業情報・魅力の提供、人材確保のための雇用環境整備
の助言・求人条件の調整等 

プロフェッ
ショナル人
材戦略拠点 

県内企業の攻めの経営転換を支援するため、都市部の高度ビジネス人材
を、移住・副業・兼業等により県内に誘致するための体制整備 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

（１）事業成果等 

  ア 利用状況 

    新規求職数及び相談件数は、令和２年度と比較してほぼ横這いの状況にある。就職決定者数は新

型コロナの影響による採用控え等が要因となって減少となった。       （単位：人、件） 

区 分 平成元年度 令和２年度 令和３年度 対前年度比 

新規求職者数 1,033 850 857 0.8％ 

新規求人件数 2,684 2,011 1,721 △14.4％ 

就職決定者数(うち正社員) 850(263) 735(204) 699(246) △4.9％(20.6％) 

相談件数 17,075 13,710 13,540 △1.2％ 

  イ 主な数値目標に対する達成状況(令和３年度) 

項 目 目標値 実績 達成状況 令和新時代創生戦略KPI 

就職決定者数 720人 699人 △2.9％ 年間3,000人（県立全体） 

女性の就職決定率 70％ 85.7％ ＋15.7Ｐ 年間70％（県立全体） 

65歳以上就職決定者数 50人 42人 △16.0％ 年間240人（県立全体） 

相談件数 18,000件 13,540件 △24.8％ 県立鳥取独自項目 

  ウ 利用者満足度調査＜期間：令和3年7月1日～16日、回答数67人＞ 

    求職者を対象にしたアンケート調査の結果、県立ハローワークを知ったきっかけは「知人・友人・

家族の口コミ(42％)」が一番多く、また、県立ハローワークのサービスに、全ての方が「満足」と

の回答を得た(満足…85％、どちらかというと満足…15％)。 



 

 

  エ 求職者向けセミナーの開催 

求職者の面接力を高めるセミナー(オンライン)を企画実施し、コロナ禍における就職機会提供

と就職意欲の向上等に努めた。 

名 称 期 日 参加者数 

Web面接力向上セミナー 12/11 12人 

面接突破力向上セミナー 2/17～3/31 124人 

  オ 事業所説明会等の実施状況 

    事業所説明会、企業ＰＲコーナーの運営等を行いながら、求人企業の人材確保の支援を行った。 

区 分 期 日 参加企業数 

県立鳥取・倉吉ハローワーク就職応援フェア 2/17～19（オンライン） 43社 

事業所説明会 4/8～3/24 オンライン他 12社 

企業ＰＲコーナーでの企業紹介 4～3月 (毎月2～4社程度) 33社 

  カ 刑務所出所者等の就労支援 

    刑務所出所者等の就業支援及び職場定着の支援のため、専門就業支援員を１名配置し、刑務所出

所者就労支援制度の普及啓発、協力事業主の開拓、受刑者に対する職業観の醸成などを行った。 

項  目 内  容 期 日 参加者数等 

刑務所出所者等就労支援

セミナー(オンライン) 

刑務所出所者の雇用事例、協力雇用主制度、

県立ハローワークの取組状況等の紹介等 

1/19 民間企業等

38人 

専門就業支援員による普

及啓発活動 

保護司会、県トラック協会、日本塗工業会県

支部、鳥取県人権擁護委員会等 

通年 － 

協力事業主の開拓 令和2年度から73社訪問(令和3年度：15社)

し、うち32社が採用に前向き 

通年 － 

受刑者に対する職業観の

醸成 

鳥取刑務所での職業講和、出所前受刑者に

対する個別就労支援指導 

通年  23回 

  キ プロフェッショナル人材戦略拠点の設置・運営 

    県立鳥取ハローワーク内にプロフェッショナル人材戦略拠点を委託設置し、県内企業の人材ニー

ズの掘り起し、都市部高度ビジネス人材の採用サポート等を行った。（本事業は拠点の設置・運営

経費に係るものであり、実務としての都市部高度ビジネス人材の誘致事業は「ふるさと来LOVEとっ

とり関係人口創出事業(ふるさと人口政策課)」で計上） 

   【参考：都市部高度ビジネス人材の誘致事業の実施状況(令和３年度)】 

    県内企業の経営者等からの相談788件に対応したほか、222件の成約(うち副業220人、正社員2人)。 

  事業内容 実施状況 

鳥取県で週１副社長 副業マッチングプラットフォーム「Loino(ロイノ)」内に鳥取県専用

の特設サイトを開設し、通年で4期に分けて副業・兼業人材を募集。

求人166社208件に対し、応募者3,062人、成約124社220人。  

副業・兼業サミット(オ

ンライン) 

都市部ビジネス人材に鳥取県での副業・兼業をＰＲ。 

参加者366人(42都道府県、アメリカ等海外在住の日本人も参加) 

大企業副業体験スタ

ディツアー 

大企業社員が県内企業を訪問、経営課題等に対し意見交換。 

参加者10人(ライオン(株)、(株)三越伊勢丹ＨＤ) 

鳥取県ビジネス人材副

業・兼業活用補助金 

副業・兼業ビジネス人材を県外から受け入れる県内企業に交通費を

補助(補助率1/2)794千円(18社22人分) 

  ク ＡＮＡ地方創生プロジェクトにおける兼業マッチング支援 

    全日本空輸株式会社が鳥取県と共同、同社の客室乗務員が鳥取県で短期移住及び兼業を行う地方

創生の取組において、県立鳥取ハローワークの持つ都市部ビジネス人材誘致のノウハウを活かして

県内企業との兼業マッチング支援を行い、客室乗務員10名の兼業が決定した。(主な兼業先：テレ

ビ放送事業者、観光事業者、IT企業等) 

  ケ その他 

    新型コロナウイルスの影響を受けた求職者等の相談支援を行う「ささえあい求人・求職マッチン

グ特別相談窓口」に加え、令和3年6月からは、ひとり親家庭や労働問題全般など、多様化・専門化

する利用者のニーズに応えるため、県立鳥取ハローワーク内に「ひとり親家庭相談支援センター」

及び「出張みなくる(みなくる鳥取の相談員が県立鳥取ハローワークに駐在して労働相談に対応)」



 

 

を開設し、県立ハローワークの職業相談・紹介機能と相まったワンストップサービスを展開した。

(Ｒ３相談実績：ささえあい相談窓口(40件(全県))、ひとり親家庭相談(249件(全県))、出張みなく

る(37件(鳥取))) 

 

（２）改善状況・課題等 

  ・新型コロナウイルスの長期化に伴い、今後も雇用情勢は予断を許さないところであり、引き続き、ささえあ

い相談窓口や新型コロナウイルス雇用安定支援金等の各種支援制度を活用しながら早期就職支援に努める。 

  ・既利用者からは好評を得ているが、なお、求人企業・求職者等に対する県立ハローワークの認知度向上が課

題と認識しており、更なる周知・普及に取り組む必要がある。 

  ・刑務所出所者等の就労支援に当たり、農業分野をはじめ、より多くの就労先候補を開拓する必要がある。 

  ・ひとり親家庭相談支援センターやみなくる相談員による出張相談など、引き続き県立ハローワークの就職相

談機能と連携したワンストップサービス機能を拡充していくほか、就業支援員の資質向上を図り、より厚

みのある相談支援体制を構築する必要がある。 

  ・副業・兼業人材の募集にあたり、都市部ビジネス人材の応募者は3,000人を超えるなど、その関心

やニーズの高さが伺える一方、副業・兼業人材を募集する県内企業も年々大幅に増加(R1：14社⇒R

2：85社⇒R3：166社)しているが、受け皿としては十分とは言えない状況にあることから、マッチ

ング事例の横展開や各種広報媒体の活用により求人企業の更なる掘り起こしを行う必要がある。 

 



 

 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

若者サポートステーション運営事

業 

18,835    18,835 

将来ビジョン １ ひらく 地域で・県外で・国外で新時代に向かって扉をひらく 

令和新時代創生戦略  － 

政策項目  － 

 
１ 事業の目的、概要 

他者とのコミュニケーションがうまく取れない若者、人間関係の悩みを抱える若者等、通常の就職
相談だけでは就職が困難な若者の就業意欲・就職率の向上を図るために、国が委託設置している 
「若者サポートステーション」に対し、事業の一部を上乗せし委託する。 

 
２ 事業の内容、実施の状況 
  ＜若者サポートステーションの概要＞ 

名  称 とっとり若者サポートステーション よなご若者サポートステーション 

設置場所 鳥取市扇町７ 
（鳥取フコク生命駅前ビル２階） 

米子市末広町３１１ 
（イオン米子駅前店４階） 

利用時間 平日、土曜 10:00～18:00 
（年末年始・祝祭日除く） 

平日、第１・３土曜 10:00～18:00 
（年末年始・祝祭日除く） 

※中部地区については、とっとり・よなご若者サポートステーションから週２回出張相談を実施しているほ 
か、境港市、岩美町、智頭町、大山町等でも毎月出張相談を実施している。 

 
  ＜国・県の役割＞ 

国（厚生労働省） 県 

〔本体事業〕 
 総合相談窓口の設置 
 キャリアコンサルタントの配置 
 サポートステーション運営 
 広報・周知、他機関との連携ほか 
〔職場体験・就職支援〕 
 企業等での就職・定着実践プログラム 
〔定着・ステップアップ支援〕 
 就職後の職場定着支援等 
〔若年無業者等アウトリーチ支援(訪問支援)〕 
 アウトリーチ相談、高校連携強化 

〔若年者就業支援〕 
 心理カウンセリング（臨床心理士等の配

置） 
 グループワーク、各種講座の実施による

職業意識啓発支援 
 職場見学・体験実施による職業イメージ

の取得支援 

 
３ 事業成果（改善状況）・課題等 
  ＜若者サポートステーションの利用状況＞                        （単位：件） 

相談件数 H29 H30 R1 R2 R3 

とっとり 1,561 2,650 1,832 3,166 1,427 

よなご 3,004 2,964 2,694 2,834 1,806 

計 4,565 5,614 4,526 6,000 3,233 

 
＜各種支援プログラムの実施状況（ステップアップを除く）＞               （単位：件） 

支援延べ件数 R1 R2 R3 

セミナー（職業意識啓発） 304 757 715 

職場見学・職場体験 183 136 62 

 
＜課題＞ 
・令和3年度は現場責任者（とっとり、よなごを総括）が退職するなど、相談体制を維持できず、相談件
数実績を大幅に減らした。 

・相談に訪れることに躊躇している潜在的な相談者は多数存在すると思われるため、関係機関と連
携し、若者サポートステーションの認知度向上に向けて広報を行う。また、コロナ禍でのオンライン相
談の積極活用など、相談環境の更なる整備を図る必要がある。 

 

 



 

 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

新型コロナウイルスに伴う雇用安定

支援事業 

（900） 

1,200 

  （900） 

900 

 

300 

将来ビジョン  － 

令和新時代創生戦略  － 

政策項目  － 

１ 事業の目的、概要 

新型コロナウイルスの感染拡大で、経営不振等による離職者の頻発に備え、大量離職を想定した従

来の再就職奨励制度の対象とならない、一事業所あたり30人を下回る離職者が発生した場合に、送出

企業を認定、受入企業に対し奨励金を支給する。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

新型コロナウイルスの影響により、一事業所当たり５人以上29人以下の離職者が発生した場合に、

離職者を正規雇用した企業に雇用安定支援金を支給する。  

送出企業 ・新型コロナウイルスの感染拡大の影響によって 5人以上29人以下の離職者を発生 

・最近１か月間の売上高または生産量などの事業活動を示す指標が前年同期に比べ

概ね10％以上減少 

受入企業 ・雇用保険の適用事業主であること  ・送出企業の親会社等に該当しないこと 

・送出企業で事業再編等が実施される場合、事業再編後の企業及びその親会社等に

該当しないこと など 

対象労働者 ・令和4年3月31日までに雇用された県内在住者 

・離職後に対象事業主以外に正規雇用されていないこと 

支給額 ・離職者を正規雇用した受入企業に対し１人あたり30万円 

その他 ・１年以内に事業主都合の離職があった場合は返還 

 ※30人以上の離職者発生の場合…従来の労働移動支援制度を活用 

【国】労働移動支援助成金(30万円)＋【県】労働移動受入奨励金(10万円)＝40万円 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

（１）送出企業の認定（令和２～３年度：１２企業） 

年度 企業名 所在地 離職予定日 離職人数 

２ ODSコミュニケーションサービス(株) 倉吉市 令和2年8月31日 10名 

中山精工(株)鳥取工場 倉吉市 令和2年9月20日 6名 

(株)高下印刷 日野町 令和2年10月31日 15名 

日立フェライト電子（株） 鳥取市 令和3年3月31日外 6名 

(株)白鳳 米子市 令和3年3月31日 15名 

３ (株)物流センター東伯 琴浦町 令和3年7月31日 16名 

ODSコミュニケーションサービス(株) 倉吉市 令和3年9月30日 16名 

(株)西村ケミテック鳥取事業所 鳥取市 令和3年10月10日 9名 

(株)マルシン 鳥取市 令和3年9月30日 15名 

(株)鳥取県農協共済福祉事業団 鳥取市 令和3年11月30日 19名 

NPO法人フェリース 鳥取市 令和3年11月30日 13名 

(有)内藤製餡所 鳥取市 令和3年12月31日外 9名 

 

（２）支援金の支給（令和３年度：４件） 

送出企業 受入企業 所在地 雇用人数 支給額 備考 

ODSコミュニケーションサービス(株) Ａ社 琴浦町 １名 300,000円 明許 

(株)高下印刷 Ｂ社 米子市 １名 300,000円 明許 

  〃 〃 Ｃ社 伯耆町 １名 300,000円 明許 

(株)白鳳 Ｄ社 米子市 １名 300,000円 現年 



 

 

 

（３）改善状況・課題等 

 ・新型コロナ対策企業・雇用サポートチームにおいて、企業の離職者発生状況を把握・共有し、離職情

報があり次第、迅速に企業訪問等を行い、企業へ離職者支援（離職者説明会の開催、県立ハローワー

クの支援案内）の提案及び本制度の説明を行っている。 

 ・国の雇用調整助成金の特例措置の延長等により、本県においても雇用維持が図られ、有効求人倍率も

高い水準で推移しているが、新型コロナの影響が長期化する中、今後も雇用情勢は予断を許さない状

況にあり、引き続き本制度の活用による離職者の円滑な再就職支援に取り組んでいく。 

 



 

６ 決算資料 

  一般会計（歳入）                                                                                          （単位：円） 

 

区 

分 

 

 

科  目 

 

 

予    算    現    額  

調 定 額 

 

Ａ 

 

収入済額 

 

Ｂ 

 

不納欠損額 

 

Ｃ 

 

収入未済額 

 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

 

備 考 

 

 

 

当初予算額 

 

 

補正予算額 

 

継続費及び 

繰越事業費 

繰越財源充当額 

 

計 

 

歳 

入 

労働費国庫補助金  

78,694,000 

 

△2,000,000 

    

 

 

76,694,000 

 

27,798,948 

 

27,798,948 

 

0 

 

0 

 

 

繰越金  

0 

 

0 

(900,000) 

900,000 

(900,000) 

900,000 

(900,000) 

900,000 

(900,000) 

900,000 

 

0 

 

0 
 

雑入 

 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

36,288 

 

36,288 

 

0 

 

0 

 

合  計 

 

 

78,694,000 

 

△2,000,000 

(900,000) 

900,000 

(900,000) 

77,594,000 

(900,000) 

28,735,236 

(900,000) 

28,735,236 
0 0 

 

 

 一般会計（歳出）                                                                                                    （単位：円） 

 

区 

分 

 

 

科  目 

 

 

予    算    現    額  

支 出 済 額  

（決算額） 

Ｂ 

支出済額の内訳  

翌 年 度 

繰 越 額 

Ｃ 

 

差引残額 

（不用額） 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

 

備 考 

 

 

 

当初予算額 

 

 

補正予算額 

 

継続費及び 

繰越事業費 

繰 越 額 

予 備 費 

支出及び 

流用増減 

 

計 

Ａ 

  

本 庁 

 

 

出納機関 

 

歳 

出 

 

労政総務費  

146,382,000 

 

△5,780,000 

 (900,000) 

900,000 

 

0 

(900,000) 

141,502,000 

(900,000) 

84,804,856 

 

0 

(900,000) 

84,804,856 

 

0 

(0) 

56,697,144 

 

 

合  計  

146,382,000 

 

△5,780,000 

 (900,000) 

900,000 

 

0 

(900,000) 

141,502,000 

(900,000) 

84,804,856 

 

0 

(900,000) 

84,804,856 

 

0 

(0) 

56,697,144 

 

  



 

７ 事業別実施状況調べ 
（単位：円） 

事 業 名 

予    算    現    額 
支出済額 
（決算額） 

Ｂ 

翌年度 
繰越額 
Ｃ 

差引残額 
（不用額） 
Ａ-Ｂ-Ｃ 

執行 
率 
B/A 

事業計画と実績・成果、 
繰越、不用額の理由等 当初予算額 補正予算額 

継続費及び
繰越事業費
繰 越 額 

予 備 費 
支出及び 
流用増減 

計 
Ａ 

（労政総務費）           

(主 )鳥 取 県 立 鳥
取 ハ ロ ー ワ ー ク
管 理 運 営 事 業  

77,036,000 △5,780,000  0 0 71,256,000 63,603,757  0 7,652,243 89％ 
主な事業に関する調べのとお
り 

鳥 取 県 ふ る さ と
ハ ロ ー ワ ー ク 運
営 事 業  

100,000  0  0 0 100,000 50,000  0 50,000 50％ 
自然減 

労 働 移 動 緊 急 対
策 事 業  

30,000,000  0  0  0 30,000,000 400,000  0 29,600,000 1％ 

国の雇用調整助成金延長等の
支援策により、元々人手不足
の中、雇用維持が図られ、送
出企業の認定（離職者発生）
が想定より少なかった。 

シ ニ ア 等 新 規 就
業 促 進 事 業  

1,600,000  0  0 0 1,600,000 716,082  0 883,918 45％ 
新型コロナ渦、予定事業の見
合わせ等による。 

(主 )若 者 サ ポ ー
ト ス テ ー シ ョ ン
運 営 事 業  

22,646,000  0  0  0 22,646,000 18,835,017  0 3,810,983 83％ 
主な事業に関する調べのとお
り 

(主 )新 型 コ ロ ナ
ウ イ ル ス に 伴 う
雇 用 安 定 支 援 事
業  

 
15,000,000 

 
0 

(900,000) 
900,000 

 
0 

(900,000) 
15,900,000 

(900,000) 
1,200,000 

 
0 

(0) 
14,700,000 

8％ 

主な事業に関する調べのとお
り 
国の雇用調整助成金延長等の
支援策により、元々人手不足
の中、雇用維持が図られ、送
出企業の認定（離職者発生）
が想定より少なかった。 
令和2年度の繰越支給３件分 
900,000円 

目  計 
 

146,382,000 
 

△5,780,000 
(900,000) 
900,000 

 
0 

(900,000) 
141,502,000 

(900,000) 
84,804,856 

 
0 

(0) 
56,697,144 

 
60％ 

 
 

合  計 
 

146,382,000 
 

△5,780,000 
(900,000) 
900,000 

 
0 

(900,000) 
141,502,000 

(900,000) 
84,804,856 

 
0 

(0) 
56,697,144 

 
60％ 

 
 



 

８ 予備費の充用調べ 

  該当なし 

 

９ 現金の取扱状況 

  該当なし 

 

１０ 財産に関する調べ  

（１）公有財産 

   該当なし 

 

（２）金券類の保有状況 

ア 金券の保有状況 

有 ・ 無 

 

イ タクシーチケットの保有状況 

                 （令和４年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 
本  年  度  中 

本年度末未使用枚数 
購 入 枚 数 使用枚数及び金額 

43枚 

 

0枚 

 

0枚 43枚 

 0円 

 

（３）基 金 

   該当なし 

 

（４）債 権 

          （令和４年３月３１日現在） 

債権の名称 
前年度末 

本  年  度  中 
本年度末 

備 考 増 減 

金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 

公用車駐車場敷金 円 

     0 

 

  0 

円 

48,400 

 

1 

円 

         0 

 

0 

円 

    48,400 

 

    1 

 

鳥取県立鳥取ハロー

ワーク建物敷金 

      

0 

 

  0 

 

5,100,000 

 

1 

 

         0 

 

    0 

 

 5,100,000 

 

    1 

 

合  計      0   0  5,148,400 2          0     0  5,148,400     2  



 

１１ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

   該当なし 

 

１２ 借受不動産明細調べ     

（令和４年３月３１日現在） 

区分 種 別 
借受（使用） 

目的 
所在地 

数 量 

又 は 

面 積 

契 約 の 状 況 借受先 

備  考 契約書 

の有無 
借受期間 

借料（円） 
住   所 

氏   名 単価 
本年度の 

借  料 

土地 宅地 鳥取県立鳥取ハ

ローワーク 

来所者用駐車場 

鳥取市富安2-138-

4 鳥取市役所駅南

庁舎駐車場 

  ㎡ 

100.00 

無 H31.4.1 

～R4.3.31 

無償 無償 鳥取市尚徳町116 

鳥取市 

鳥取市長 深澤 義彦 

使用許可 

土地 宅地 鳥取県立鳥取ハ

ローワーク 

公用車駐車場 

鳥取市東品治町

111-1 

 

2台分 

有 R3.4.1 

～R4.3.31 

月額 

    24,200 

 

   338,800 
鳥取市東品治111-1 

ＪＲ西日本山陰開発株式会社 

鳥取支店長 下田 雅文 

R3年度契約変更

に伴い敷金

48,400円加算 

建物 鉄骨鉄

筋ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ造 

鳥取県立鳥取

ハローワーク

施設 

鳥取市東品治町11

1-1 （ＪＲ鳥取駅

構内） 

㎡ 

301.04 

有 R3.4.1 

～R6.3.31 

月額 

  929,166 

 

11,149,992 

 

島根県松江市朝日町字伊勢宮

472-2 

ＪＲ西日本山陰開発株式会社 

代表取締役社長 貴谷 健史 

 

建物 鉄骨鉄

筋ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ造 

鳥取県立鳥取

ハローワーク

案内表示設置 

鳥取市東品治町11

1-1 （ＪＲ鳥取駅

構内） 

3か所 有 R2.4.1 

～R5.3.31 

無償 無償 米子市弥生町2 

西日本旅客鉄道株式会社 

執行役員米子支社長 牧原 弘 

 

建物 鉄骨鉄

筋ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ造 

とっとり若者

サポートステ

ーション施設 

鳥取市扇町7 鳥取

フコク生命駅前ビ

ル 

㎡ 

63.61 

 

有 R3.4.1 

～R4.3.31 

 

月額 

    190,476 

 

2,285,712 

東京都千代田区内幸町2-2-2 

富国生命保険相互会社 

代表取締役社長 米山 好映 

 

建物 鉄骨鉄

筋ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ造 

よなご若者サ

ポートステー

ション施設 

米子市末広町311 

イオン米子駅前店 

㎡ 

36.21 

有 R2.4.1 

～R5.3.31 

 

月額 

      66,247 

 

794,964 

米子市中町20 

一般財団法人米子市開発公社 

理事長 伊澤 勇人 

 

合計           

 

 



 

１３ 職員駐車場の管理状況調べ 

該当なし 

 

１４ 寄附物件の受納状況調べ 

   該当なし 

 

１５ 備品の処分状況調べ 

   該当なし 

 

１６ 貸付金等状況調べ 

   該当なし 

 

 

  



 

１７ 利用状況及び事業実績 

 
 

１８ 就職決定件数の内訳 

 

 

○ 意見、要望等 

（１）業務に関する意見・要望等 

特になし。 

 

 

 

（２）監査委員事務局に対する要望等 

特になし。 

 

 

 

 

（単位：人、件）
 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 前年度

82 78 97 74 52 56 66 43 66 98 71 74 857 850
98 90 84 82 56 65 93 58 60 89 103 102 980 1,202

122 129 116 199 110 152 192 164 196 132 100 109 1,721 2,011
68 58 51 66 60 56 57 51 54 47 57 74 699 735

うち正社員 21 23 16 22 28 22 26 20 18 15 17 18 246 204
1,058 1,067 1,217 1,265 1,042 1,124 1,155 1,140 984 1,135 1,250 1,103 13,540 13,710

497 465 536 529 304 367 432 389 382 469 427 397 5,194 4,658
23 3 45 23 3 23 59 70 35 32 10 11 337 301

新規求職者数
紹介状発行件数
新規求人件数
就職決定件数

相談件数
来所者数
企業訪問件数

区　　分

（単位：人、件）

うち正社員 246

区　　分 女性活躍 ミドル・シニア
227
64 41

286
136

13
5

若者・学生 IJUターン
就職決定件数

合計
173 699


